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ウッド映画『ユー・ガット・メール』で、

AOLのメールサービスやスターバックス

のコーヒーショップが頻繁に劇中に登場

し、さりげなく広告宣伝を行った。これ

などは典型的なPPの手法である。

米メディアリサーチ企業のPQmediaに

よれば、『ユー・ガット・メール』のころか

らPP広告は増え続けており、1999年か

ら2004年までのPP売上高伸び率は全米

で約16.3％にもなる。特に大きく伸びた

のは2004年で、この年だけでテレビの

PPは前年比30.5％増と大きく成長した。

この結果、同年のPP売上高は34億6000

万ドルに達したという。

この背景には、アメリカでは日本よりも

早くPVRが普及したことがある。日本で

は高価な電機製品として大手電器メー

カーからPVRが投入されたのに対し、

アメリカではTivoなどのネット企業が、月

額料金制のサービスとしてPVRをスター

トさせた。初期費用が1万円～数万円程

度と比較的安価だったのが消費者に受

け入れられ、Tivoは今や会員数300万人

を突破するまでになっている。

一方、日本でもPPは注目はされている

ものの、大手広告代理店の対応が進んで

いないこともあり、まだ試行錯誤の段階

だ。これまでのテレビCMとはまったく

異なる広告方法であるため、どのような

形で広告料金を徴収し、その料金体系は

どのようなものになるのかもまだ定まっ

ていない。

そして実のところ、新しい放送メディ

アであるサーバー型放送も、この問題を

解決する手段にはならないのである。そ

提などに問題がある」（電通）とNRIに説

明を求めた。

電通は「広告費はリアルタイムの視聴

率に基づく取引実績。録画再生分は視

聴率に含まれず取引対象でない」と指

摘。録画番組のCMスキップによって

広告費に損失が生じると試算するのは

おかしいと主張した。

ここまで激しく反応するということは、

実のところ放送・広告業界の危機感の表

れでもある。

P P の 売 上 高 が 伸 び る 米 国

アメリカでは、すでにこうした「CM飛

ばし」は既成事実と化しており、大手企

業の中にはテレビ広告費を削減するとこ

ろも現れている。徐々にテレビからネッ

トへと広告の中心はシフトし始めている

のだ。

こうした状況の中で、CMをどう再生

させるかというのは、業界の大きな課題

となっている。

さまざまな手法が登場している。たと

えばプロダクト・プレイスメント（PP）。ド

ラマなどのテレビ番組の中で、俳優が広

告主の商品を身につけたり、使ったりす

るなどして露出させ、広告効果を狙うと

いうものだ。古い例では、1998年のハリ

テレビCMが今後どうなっていくのか

というのは、放送業界にとっては頭の痛

い問題だ。

野村総合研究所（NRI）が昨年4月に

行ったインターネット調査では、ハード

ディスクレコーダー（PVR）の利用者が録

画した番組を再生する際、テレビCMを

すべてスキップする人は23.4％で、過半

数が80％以上をスキップしているという

衝撃的な結果となった（図1）。平均CM

スキップ率は64.3％で、これにPVRに録

画した番組を視聴する率（34.2 ％）や

PVRの世帯普及率、企業の年間テレビ

広告費（2004年に2兆436億円）を積算し

ていくと、2005 年はテレビCM市場の

2.6％にあたる540億円の価値が損失し

ていたという。野村総研ではPVRの世

帯普及率は今後も伸びつづけ、2009年

には 44％程度になると予想しており、

「今後さらにテレビCMの価値は損なわ

れていく恐れもある」と指摘した。

このNRIの調査結果に、大手広告代

理店の電通や民放各局は強く反発した。

2005年7月7日付の日経産業新聞は、次

のように報じている。

この試算結果に反応したのが広告最

大手の電通や民放キー局。広告主から

問い合わせも相次いだため、「試算の前

サーバー型放送では、テレビコマーシャル（CM）の扱いはどうなるのだろうか。

これまでのアナログ地上波放送と同様に、番組の合間にCMを流すのか、それと

も別の形態による広告に変わっていくのだろうか。全世界的にテレビ広告のあり

方が移り変わっていく中で、サーバー型放送といえども従来の枠組みをそのまま

維持していくのは難しいだろう。
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れどころか、CMスキップを禁止し、強

制的にCMを視聴者に見せるという手法

さえ浮上しており、ネット業界などの側か

らは「時代に逆行する措置ではないか」

と批判を浴びる結果になっている。

ス キ ッ プ を 止 め る 仕 組 み

サーバー型放送は番組コンテンツを

ハードディスク型受信機に蓄積し、視聴

者が好きなときに見ることができるという

仕組みになっている。この連載の初回で

も述べたが、サーバー型放送のサービス

は、次の2つに分かれている。

①Type 1（ストリーム型） 現在放送さ

れている番組をリアルタイムで流すスト

リーミング放送

②Type 2（ファイル型） 映画などをま

とめて視聴できるビデオ・オン・デマン

ド（VOD）に似たサービス

いずれのタイプについても、サーバー

型放送では「蓄積されたコンテンツの早

戻し、早送りを行わせない」という機能

が付加できるようになっている。これが

批判の的になっているのだが、放送業界

関係者は次のように打ち明ける。

「サーバー型放送はCMスキップがで

きないというのではなく、CMスキップの

強制禁止が可能な仕組みを持っていると

いうことだ。CMスキップを止めさせる

かどうかは、放送局が決めるということ

になる。しかしサーバー型放送を推進す

る立場としては、せっかく番組コンテン

ツの蓄積を行ってよりよい放送サービス

を提供しようとしているのに、視聴者の

側に『なんだ、CMスキップもできないの

か』と思われてしまうと、マイナスイメージ

が大きくなり、サーバー型放送の普及が

進まなくなる可能性がある」

そしてこの関係者は、「自分の私見で

あるが」と前置きして、こう話した。

「Type1 に関しては、実際にCMス

キップの制御を行うというのは事実上不

可能だと思う。これだけPVRが普及し、

CMスキップが常態化しているなかでは、

時代に逆行するような対応はできないか

らだ。しかしType2に関して言えば、た

とえばGyaoのような形でCMだけをス

キップできないようにするという手法は

可能になるのではないか。視聴者がそ

れを納得したうえで、映画などのコンテ

ンツを見ていただくというかたちにでき

ればいいと思っている」

GyaoはUSENの行っている無料動画

サービスで、CMによって収益を得るビジ

ネスモデルになっている。このモデルを維

持するため、CMはスキップできない仕組

みだ。サーバー型放送でも、Gyaoと似た

Type2であれば、同じような手法を採れ

るのではないかというわけである。

新 し い マ ー ケ テ ィ ン グ の 波

視聴者に不快な気持ちを起こさせず、

何とかしてCMを見てもらうための方策

は、さまざまに検討されている。たとえ

ば日本テレビが2005年3月に行ったイベ

ント『デジテク2005』では、CMを飛ばさ

ずに視聴したユーザーだけが番組の最

後にボーナスコンテンツを見ることがで

きるといった手法が発表された。

またこのイベントでは、サーバー型放

送のメタデータを使い、性別に応じて

CMを差し替えるというパーソナライ

ゼーション的な方法も披露された。これ

はGyaoでも導入されており、入会時に

登録された性別や生年月、郵便番号など

によってセグメント分けされたCMを表示

するという手法がすでに実現している。

インターネット業界でも、ユーザーの

パーソナルデータ蓄積によるセグメン

テーションマーケティングは大きな潮流に

なってきている。おそらくテレビの世界

でも、同様の手法が今後普及していく可

能性は高いものと思われる。

残念ながら、本連載は3回目にして本

誌休刊と同時に終了となってしまった。

実のところ、ネットとテレビの融合につ

いてはまだ越えなければならないハード

ルは無数に存在していて、道のりははる

かに遠い。

だがこれまで見てきたとおり、すでに

ネットとテレビの間にはさまざまなフリク

ション（摩擦）が生じ、小衝突が繰り返さ

れている。これらの小衝突が起爆剤に

なって、結果として融合が一気に進んで

いく可能性はある。

出所 野村総合研究所（NRI）　注)原文の資料はPVRではなくHDRユーザー
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